
学校指導課・事務所・市町教委のチェック 

若手研修グループと指導者（メンター） 

○研修内容によって柔軟にグループ編成 

（実施例）       

若手教員早期育成プログラムの確立 
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専門選択研修 

・管理職 
・主任等ベテラン教員 
・校外研修受講者 

校内若手
研修Ⅰ 

若手のメンター
として参加 

自らの学び 

H３１年度より、「初任者フォローアッ
プ研修２年目」を廃止し、「校内若手
研修」で育成する 
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校内研修
サポート 

見直し後 若手教員早期育成プログラム 

育成指標 

目指す教師像 第Ⅱ期（４～６年目） 

 学年において担当する
校務分掌を遂行する力
量を身に付ける。 

サポートを受けながら教
員として自立して職務を
遂行 

第Ⅰ期（１～３年目） 

学級担任としての力量 
を身に付ける。 

上司や先輩からの指導
を受け、教員としての最
低限の指導技術を習得
して職務を遂行 

第Ⅲ期（７～１０年目） 

 学校において担当する校務
分掌を遂行する力量を身に
付ける。 

自立して質の高い職務の遂行
を目指すとともに、若手教員を
積極的に支援 

教職の基盤を 
固める時期 

現在 
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自主的若手研修（学校が自主的に実施） 

課題選択研修 
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若手研修内容 

○「授業実践力」「生徒指導力」「課題解決力」 
 → 県教委が研修メニューを示し選択 
 → 校内研修サポートを要請して実施可能 
 
○各学校に応じた独自の内容 
 → 例：学力、生徒指導、特別支援、ＩＣＴ活用 など 

若手研修コーディネーター 

○各学校に１名コーディネーターをおく 
 → 例：研究主任、ベテラン教員、ミドルリーダー 
 
○役割 
 → 管理職と連携し必要な研修を計画 
 → 指導者（メンター）に研修を依頼 
 → 教育センターに「校内研修サポート」を要請 

校外研修
受講者 

校内若手研修の充実 

管理職 

若手Ｇ１（１年目～３年目） 若手Ｇ１Ｇ２合同（１年目～６年目） 

※小規模校の場合、周辺の学校や市町の若手教員が集まって実施 

校内ミドルリーダー、ベテラン教員 

若手メンター
（７～１０年目） 

指導主事 

校内研修サポート 講義・演習 学び合い 

若手Ｇ２（４年目～６年目） 

チームで育成 

Ｈ２８年度 

実践モデル校（１８校）を指定 

Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 

全校実施 

［実施スケジュール］ 

実践モデル校で実施［２年目］ 
プログラム策定、周知 

実践モデル校で実施［１年目］ 

第Ⅰ期評価（３年目） 

教育公務員特例
法の一部改正に
より名称変更 
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第Ⅱ期評価（６年目） 
最終評価（１１年目） 

１０年間の若手の
伸びを評価する 

サテライト開催に
より、移動時間の
短縮を図る 

２ 


